
 ｢人命安全」が第一優先です
 地震による操業停止の一番の原因は設備の転倒、滑動が原因です
 生産設備には、公的な耐震基準が定められていません
 BCPを検討する際に、建物や設備の耐震化が前提条件となります

１．「設備耐震診断」の必要性

２．「設備耐震診断」のポイント

設備耐震診断
～大規模地震からの人命安全の確保と生産の継続・早期再開のために～

専門家による設備を対象とする耐震診断を実施し、現状を把握することが第一歩です !!

３．サービス概要
本サービスは設備耐震診断の専門技術者が貴社の設備を現地で確認し、診断結果を報告書に
取りまとめます。

4 現場の設備保全担当者への教育、社内の耐震対策基準としてもご活用いただけます。

• 現場の設備保全担当者への教育や、今後新しく設備を導入する際の耐震基準としても活用いただけます。

3 耐震補強の方法や優先順位付けをわかりやすく報告します。

1 経験豊富な専門家による現地調査を実施します。
• 豊富な耐震診断実績をもつ専門家が現地調査を実施します。
• 診断結果の水平展開や耐震対策実施のフォローアップなどリピートオーダーを数多くいただいています。

2 人命安全や事業継続の視点から幅広く施設のチェックを行います。
• 人身災害・二次災害防止の視点からや作業エリアや避難経路、高温設備や危険物施設などの確認に加え、
事業継続のために重要なユーティリティ設備や主要生産設備・補機・配管等などを重点的に確認します。

【報告書】
・具体的な改善方法
・施工方法
・耐震対策の優先順位
など

• 報告書作成（2ヶ月程度）
• ｢建築設備耐震設計・施工指
針((一財)日本建築センター)｣
に基づき、設備の固定に必要
な金具の大きさ、本数を設計

• 上記指針や消防法等に基づき、
配管支持の補強方法を検討

•設備耐震診断の専門技術者が
現地調査
（調査日数は対象施設、設備に
より異なります。）

•生産設備、ユーティリティの
固定状況、配管、吊り具の支
持状況の確認

•設備保全担当者への現場での
アドバイス

報告書提出報告書作成現地調査

• 対象施設の不具合箇所の指摘のほか、（一財）日本建築センター発行「建築設備耐震設計・施工指針」
にもとづいて、設備の固定に必要な金具やボルト本数の算出し、具体的な改善提案を図を用いてわかり
やすく報告します。
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ＳＯＭＰＯグループの一員です。

■設備耐震基準（社内基準）等の策定支援

■設備耐震基準・耐震診断に関する研修・教育

■事業継続計画(BCP)の策定支援・事業継続マネジメントシステム(BCMS)の構築・認証取得支援

上記のサービスに加えて、以下のオプションサービスをご用意しています。

４．「設備耐震診断」の視点
「設備耐震診断」は、以下のような視点で現地調査を実施します。

設備の固定状況 配管のサポート状況 収容物の落下防止状況

５．報告書サンプル
「設備耐震診断結果報告書」のサンプルです。

耐震診断危険度評価リスト 耐震診断グレード評価分析表

６．オプションサービスのご案内

耐震診断調査位置図 金具選定計算表
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